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研究開発・知識生産活動における
　　　情報の拡散と範囲の経済
小野　俊夫
　　1　問題の所在
　企業が生産物や生産方法の新開発ないし改良による革新を行おうとす
る場合，まず研究開発活動によってそれに必要とされる知識・情報を生
産し，ついで革新によって生み出される生産物の生産と販売を行ってい
かねばならない．したがって，一方において革新の実行に至るまでに予
想される研究開発費用と，他方においてその革新によって得られると期
待される収益（これはまた，売上高，販売努力費および生産費に依存す
る）とを考慮しなければならない．
　多くの研究によって示されているように（例えば，Scherer（1967）or
（1986）参照），このような研究開発費は，技術状態，産出物の質，そし
て研究開発期間にもっぱら依存する1）．所与の技術水準のもとで，産出物
の質の向上や研究開発期間の短縮に努めようとすれば，研究開発費は逓
増する．研究開発による知識の生産は，さまざまな資本設備や実験装置，
とりわけコンピュータのようなハイテク装置と，研究者や技術者の知的
労働とを投入して行われる．研究開発の中途で設備や装置を増設するこ
とは可能であるとしても，問題に精通した人材をすぐに増やすことは困
難である．革新産出物の質の向上や研究開発期間の短縮のためには，よ
り多くの研究開発努力と知識の生産が必要になる．このために研究開発
従事者たちの作業内容が強化されたり，作業時間が延長されたりするこ
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とになれば，従事者たちへの超過勤務手当その他の付加的支払い総額は，
研究開発の付加的成果に比例するより大きく増加するであろう（研究開
発の収穫逓減あるいは費用逓増．後の注6参照）．
　さて，このような研究開発活動に関連して考えられる興味ある問題が
ある2）．1企業が異なる複数種の革新を計画して研究開発を行う場合に
も，すなわち複数の異なる革新産出物を生み出すための／企業の研究開
発活動にも，多種生産物製造企業に認められる「範囲の経済（economies
of　scope）」が存在しうるのかどうかという問題である3）．研究開発一R＆
D一の費用上の効率性を考えるうえで，これは重要な問題である．これ
は，これまで多くの研究がなされてきた，同種の一連の革新産出物の生
産のための1企業の研究開発活動に認められる「習熟効果」ないし「技
術革新の習熟仮説（learning　by　doing　hypothesis　of　technologicai
innovation）」とは異なるものである4）．
　1企業の研究開発活動における「範囲の経済」の存在問題を考えるた
めには，研究開発活動をさらに分解して考える必要がある．上述のよう
に，研究開発活動によって生産される知識・情報は，一方でその生産費
を必要とするとともに，他方でその産出物（革新の質と導入時点）を生
み出すからである．そこで革新のための研究開発活動は，（1）所与の技
術状態のもとで必要とされる研究開発費の投下，（2）革新の遂行に必須
の知識・情報の生産・蓄積，そして（3）革新の質と導入時点の決定，
の3つに分けて考えられねばならないことになる．もちろん，これらは
時間的にこの順序に従って決定されていくとは限らず，例えば（3）が
まず目標として設定され，その達成のために（2）と（1）が決定され
るかもしれない．
　研究開発活動によって生産される知識・情報は，ただ1種の産出物に
とどまらず，多種の産出物を生み出しうる，すなわち複数の異なる革新
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を異なる時点において実行することも可能ならしめる．このことは，実
際にしばしば観察されているところである。そこで「範囲の経済」が，
複数の革新導入を企画する1企業の研究開発活動にも存在しうるのかど
うかという問題が生じるわけである．すなわち，複数の革新導入計画を
もつ1企業がそれらの遂行のために必要とする知識・情報の大きさは，
それらの革新計画の1つずつを企画する諸企業のそれぞれが必要とする
知識・情報の大きさの総計よりも小となり，したがって前者の研究開発
費の方が後者のそれらの総額よりも少なくて済むのかどうかの問題であ
る．
　研究開発活動におけるこのような範囲の経済の存在は，1企業内の複
数の革新計画の問の知識・情報の拡散（spillovers）によるところ大であ
ると考えられる．この効果を削減しうる要因として，同様の革新計画を
もつ他の諸企業への知識・情報の拡散がまず考えられる5）．かりにこのよ
うな外部効果がないとして，1企業の革新計画間の知識・情報の拡散は，
必ず研究開発活動に範囲の経済をもたらしうるであろうか．
　しかしもう1つの阻止要因，すなわち前述のような，知識の生産に関
する研究開発の費用逓増の作用を考慮しなければならない．革新の遂行
に必須の知識・情報の大きさは，革新産出物の質の向上や研究開発期間
の短縮とともに急激に増大する一方，1時点における知識・情報の生産
量の増加は，それに比例するより大きな研究開発費の増加を必要とする
ことになる6）．1種ではなく数種の革新計画を遂行しうるためにはより
多くの知識の生産がなされねばならず，その知識生産の大きさは，それ
らの革新計画の1つずつをもつ諸企業のそれぞれが必要とする知識生産
の大きさの総計を下回るとしても，多種革新企業の研究開発費はより大
きくなって，革新計画間の知識・情報の拡散による利益をL回ることに
なるかもしれない．この場合には，研究開発活動における範囲の経済は
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もちろん存在しない．企業内の革新計画間の知識・情報の拡散は，研究
開発活動における範囲の経済の存在のために必要ではあるが十分条件で
はないかもしれない．
　近年，この問題の解明がVan　Cayseele（1987）のモデル分析によって
試みられた．以下において，まずこの分析を手がかりとして，多種革新
の研究開発における知識・情報の拡散と範囲の経済の関係について考え，
ついで分析の帰結に関連する問題について考えてみることにしよう．
注
1）新技術の研究開発と革新の遂行，そしてその後の拡張的な生産・販売活動は，
現代巨大法人企業では長期計画に基づく企業成長活動の重要な一側面となって
　いる．拙稿（1980）では，革新の産出物の質は所．’」・として，革新の規模と研究
開発期間の決定を企業成長モデルによって解明しようとした．なお拙稿（1969）
は，寡占的企業間競争と研究開発期間の関連を分析するScherer（1967）のモデ
ルを考察・検討したものであり，この1部は拙稿（1980）および本稿の（特に
研究開発の費用関数の）基礎をなしている．また拙稿（1976）では，研究開発
期間は所与として，革新の産出物の質を生産物の耐久期間として捉え，企業に
　よるその決定を企業成長モデルによって解明しようとした．これらの論稿では，
企業は単一の研究開発を行うものと想定していたが，本稿では複数種の研究開
発を行う企業の問題を考える．
2）以ドで取り上げる問題とも関連のある重要な問題として次のようなものもあ
　る．研究開発・知識生産活垂力はコンピュータのようなハイテク装麗と入間の知
的労働とを用いるにもかかわらず，労働生産性を引き．しげがたい部門の活動に
近い性格を有するから，いわゆるコスト病あるいはボウモル氏病（Baumors
disease）に起因する諸問題が生起することになるのではないか，と懸念される
ことである。すなわち，このような分野では労働生産性の持続的な．卜昇は起こ
　りがたいが，賃金は，絶えず生産性が．ヒ昇していく他の諸部門の賃金L昇によ
　り押し．ヒげられて，持続的・累積的なコスト上昇が不可避となる．この現象は，
伝統的一1二芸，演奏芸術，教育，医療サービス，コンピュータ・プログラム・ソ
フトウェアその他の研究開発などの多分野で認められるが，それに起因する諸
問題を解明するためのモデルがまずBaumo1（1967）によって構成された．以
来，諸学者との論争や，彼自身の研究と他の人々との共同研究が続けられ，最
初のモデルが順次修正・拡張されて，L記の問題の解明にも最近適用されるに
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至った．最初のモデルの検討から始めて，以後の一連の発展を後づけて考察・
検討したものが，小野（1986）および（1994）である．
3）範囲の経済については，Baumol（1982），Baumol，　Panzar，　and　Willing
　（1982），およびTeece（1980）も参照。なおその要点については，例えば，小
西編（1990＞，第3章C「コンテスタビリティ理論」（福宮賢一），pp．113－20参
照．
4）この効果については，例えば，西川（1987），第II部「習熟効果と技術進歩」
特に第5章の2「技術進歩と習熟仮説」を参照．
5）企業間の知識・情報の拡散は，産業ないし全経済における技術進歩の問題を
考える場合には，もちろん考慮すべき重要な要因である．まず，そのような拡
散がプラスの効果を有する点については，例えば，後藤（1993），第3章「R＆
　Dの多角化と技術のスピルオーバー効果」特に2節参照．しかし他方において，
企業間の知識・情報の拡散は，特にその知識・情報の研究開発を行った企業に
　とって意図せざることである場合には，企業の研究開発活動意欲をそぎ，ひい
　ては産業ないし全経済における技術進歩の遅滞を招くことになりうる．この点
　については，Hartwick（1984），Spence（1984＞，およびVan　Cayseele
　（1986），p．138，＆（1987＞，　pp．273－4参照．
6）　Van　Cayseele　（1987），　p．274，　Scherer　（1967）　or　（1984），　｛出不高　（（1969），
pp．120－1；（1980），pp．4－5，　n．3＆n．4参照．
II分析モデル
　Van　Cayseele（1987）のモデルでは，まず，複数種類の革新を企画す
る1企業は，（所定の質を有する）2種類の革新ムおよびムをそれぞれ時
点Zおよび％において実行する計画のもとに，時点’＝0において研究
開発活動を開始し，革新に必要な知識を生産し蓄積していくものと想定
されている（以下の記号はVan　Cayseeleと必ずしも同じではない）．そ
してそれぞれの革新導入時点（研究開発完了時点）において，それぞれ
の革新を実施しうるのに必要な知識量！11および、4，を蓄積していなけれ
ばならないとされる．
　この場合，企業は2つの戦略のいずれかを採るものとされる（p．278）．
（なお，当面Z〈乃を想定する．＞1つは「併行戦略（parallel　strategy）」
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であり，最初から2つの革新企画に同時に着手する戦略である．他は「逐
次戦略（sequential　strategy）」であり，早い方の革新実施時点Zに至る
までは他方の革新企画には着手せず，71において初めて着手する戦略で
ある．（もちろん，これらの中間的な戦略として，0＜KZの時点’に
おいて後発の革新企画に着手する戦略もありうるが，ここでは除外され
ている．）
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　他方，それぞれ1種類の革新のみを企画する企業は，ムをZにおい
て，あるいはムを易において実行する計画のもとに，やはり時点’＝0
において研究開発活動を開始し，それぞれZあるいは乃において必要
な知識量且を蓄積していなければならないものと想定される．
　知識・情報の拡散は，1企業内においては可能であるが，異なる企業
間では可能でないものとして（すぐにみるようにモデルはこれらの仮定
のうえに構築されている），この事情を図示すれば，図1のようになるで
あろう．なお，図はZ＜乃，、4＝、41＞、4，の想定に基づいている．A＝、41
であるが、4、〉、42となるのは，2種目革新のための研究開発活動の間の
知識・情報の拡散が，先行する革新ムから後発の革：新ムへの一方向のみ
が想定されているためである（p．283，par．4参照）．また，革新乃のため
に必要な知識の時点Zにおける蓄積量（、4乙）τ1は，併行戦略の場合と逐
次戦略の場合のいずれが大であるかについては議論の余地があろうが，
ここでは同一であるとしておこう1）．
　さて，革新の質は所与であるから，各企業の研究開発費Hは革新導入
までの期間と必要な知識の蓄積量とに依存することになる．複数革新の
研究開発活動に範囲の経済が存在するかどうかは，企業間に知識・情報
の拡散がないものとした場合に，多種革新企業の研究開発費H（男，
乃；、41，、42）が，それぞれの単一革新企業の研究開発費の合計H（7三；
．4）＋（乃；4）よりも小となるかどうか，ということになる（p．281，Defi－
nition　1参照）．そして問題は，複数革新の研究開発活動における知識・
情報の拡散は，多種革新企業の研究開発費の方が単一革新企業のそれの
合計よりも小となることを保証しうるのかどうかになる．
　このことを明らかにしうるためには，それぞれの企’業の研究開発企画
の費用関数が確定されなければならないが，それに先だって，革新に必
要な知識の生産に伴う支出関数と，知識・情報の拡散に関する諸仮定が
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おかれる（Section　2）．（ここでは，元の仮定2～5を仮定1～4として
先に，元の仮定1を仮定5として最後にあげることにする．なお，それ
ぞれの仮定の妥当性や関連する文献については，該当個所を参照された
い．）
　まず，1企業内における研究開発計画間の知識・情報の拡散について
の仮定である．
　　仮定1：1企業による2種の革新ムおよび乃の研究開発活動の間
　　には知識・情報の拡散があり，それぞれの革新の実施時点Zおよび
　　偽において必要とされる知識の蓄積量、41および、42の関係は，7ミ〈
　　％であれば、41＞ん，乃〈Zであればん〉、41コ口る．（ただし拡散
　　の方向は，早期実施の革新から後続の革新への一方向のみである．
　　またムもしくは乃が単独に行われる場合には，必要とされる知識の
　　蓄積量、41と、42は等しく，、41＝、42＝4とされる．）
　モデルには（）内の仮定が暗黙におかれているが，ここではそれを
明示した．次の3つの仮定は，企業間における革新に関する知識・情報
の拡散の可能性を排除するためのものである．
　　仮定2：知識・情報の「意図せざる（involuntary）」伝達は排除され
　　ている．
　　仮定3：知識・情報の「意図的な（voluntary）」伝達は可能でない．
　　仮定4：研究者を追加して雇用することはできない．（すなわち，革
　　新の研究開発活動の従事者は，すべての革新が実施され完了するま
　　では中途で他企業に移動することができない．）
　最後に，革新に必要な知識の生産に伴う支出関数についての仮定であ
る．
　　仮定5：（各時点で産出される知識は同質であり，産出時点’には
　　かかわりなく）知識量yを生産するのに必要な研究開発費6（の
　8
　　　　　　　　　研究開発・知識生産活動における情報の拡散と範囲の経済
　　は，（1／α）yαとなる．ここにαは革新に必要な知識の生産に対す
　　る研究開発支出の弾力性で，α＝（46／の）／（ジ／c）＞1である．
　モデルでは（）内の仮定が暗黙になされているが，ここではそれを
明示した．すでに述べた理由から，所定の革新を行うための研究開発期
間が短縮されるほど，必要とされる各時点の知識の生産量と，したがっ
て研究開発費は期間短縮に反比例する以上に増大する．そこで次の仮定
を追加しておくことにする．
　　仮定6：所定の革新のための研究開発期間の短縮（延長）とともに，
　　各時点の知識生産量と研究開発費は逓増（逓減）する．
　以上の仮定のもとで，単一革新企業の研究開発費関数を特殊な場合と
して含む，多種革新企業の費用関数がまず構成され，ついでそれぞれの
単一：革新企業の費用関数が導出される．そして当面の問題である，1企
業の多種研究開発活動における知識・情報の拡散は範囲の経済が存在し
うるための十分条件であるかどうかが吟味される．では項を改めて，順
次考察することにしよう．
注
1）2種の革新のための研究開発活動の間に知識・情報の拡散が皆無であれば，
ろにおける必要な知識量はA＝／1且＝んとなり，併行戦略の場合の2本の知識
蓄積曲線はそれぞれの単一革新企業の曲線と同…になる．また逐次戦略のムの
　（ん）τ1＝0となって，知識蓄積曲線は飢のゼロからろのAまで急上昇する
曲線となる．後にみる研究開発費を考慮すれば，この戦略が採られることはな
い．
　しかしそのような拡散がある場合（一方向ではあるが）には，革新乃のため
に早くからその利益を享受しうる併行戦略の方が，革新ムの実施をまって初め
てその利益を享受しうるにすぎない逐次戦略よりも，蓄積される（．4、）71は大と
なりうる．したがって時点τ以後に蓄積すべき知識量！1、一（．4L）r1は前者の方
が小となるであろう，さらに併行戦略を採ることによって，必要とされる、42も
少なくて済むことになれば，時点7ヨ以後に蓄積すべき知識量はさらに小とな
　りうる．
　これに対して，（ん）r、について併行戦略の方が不利に作用する．可能性も考え
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られる．併行戦略が採られる場合，革新ムの研究開発に他方の革新の研究開発
の成果が完全に利用可能となるのは，暫くしてからであろうから，その間に研
究開発の不必要な重複が行われうる．したがってこの戦略のもとでの知識・情
報の拡散の総量は，逐次戦略の場合に比して少なくなるとも考えられる（この
点についてはVan　Cayseele（1986），p，133参照）．とすると，併行戦略の方が逐
次戦略よりも（ん）。1は小となり，．4，は大となって，時点鉛以後に蓄積すべき
知識量．4、一（、4∂7、は大となるであろう．
　またVan　Cayseele（1986；1987）によって想定されている知識・情報の拡
散の方向は，すでに指摘したように，実施時点が先行するムの研究開発から実
施時が遅れるムのそれへの一方向のみであり，逆方向の拡散の可能性は考えら
れていない（後にみるように易＜τとなる場合も考慮されるが，その場合も拡
散の方向はムから11への一方向である）．しかし併行戦略のもとでは，実施時が
遅れる革新の研究開発から実施時が先行するそれへの知識・情報の拡散も併せ
て起こりうるであろう．そうなれば．41も減少し，、4＞！11となって，多種革新の
研究開発において範囲の経済が存在しうる余地はさらに拡大するであろう．
III複数革新企業の研究開発政策と費用関数
　ここで2種の異なる革新を企画する1企業の研究開発の費用関数が導
出される（Section　3参照．以下の記号は元のものと必ずしも同じではな
い）．この革新企業は時点’＝0から出発して，革新ムおよび乃をそれぞ
れ時点Zおよび錫において実施するまで，各時点’において必要とさ
れる研究開発費を投下して知識・情報量頚のを生産し，これを2つの革
新企画に配分していかなければならない．革新の実施時点は男く％も
しくは乃く71となりうるから，早く実施される方には添字Fが，遅く実
施される方には添字五が付せられる．遅れる革新ムに向けられるy（の
の配分率が／（のとされ，4（かy（りによって生み出される五のための
知識増加量が親（つとされるから，翫ω＝召’）yα）となる．同様
に，最初の革新ルのための知識増加量は，蘇（～「）　＝｛　1　一　／　（’）｝ッωとな
る．それぞれの知識増加量L（’），（2’＝F，ノL），の時点’＝0から’まで
の累積量を求めれば，時点’におけるそれぞれの知識の蓄積量κガ（のが得
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られる．いうまでもなく，蕩（Z）＝．4ゴである．
　そしてこの企業の時点’における研究開発の過程は，次のように図式
化されている（p．277．ただし元のものを多少修正してある）．
必要研究開発支出
　（1／のlv（’）｝‘’
　　↓
　　　　　　　　vα）の配分　　　　各企画の知識・　　　各企画の知識・
知識・情報　　　’　　　　　　　　情報増加量　　　　　情報蓄積．量
　の生産．量
・・’・ ｭ1ト川　→湘一→浦
　　　　　　　　　！α）　一一一→　　f1，α）　　一一一・》　　κムα）
　企業はこのような各時点の過程を当該革新計画の完了時点五に至る
まで進めていくが，その場合，採りうる戦略として併行戦略と逐次戦略
とが想定されている．つぎに，それぞれの戦略に従う場合の研究開発費
総額を確定するための定式化が行われる．まず，前出のものも含めて記
号を掲示しておこう（元のものを一部修正，追加したものもある）．
　F：革新実施時点が早い方の革新企画を示す添字
　五：革新実施時点が遅い方の革新企画を示す添字
　Z：革新ムの実施時点
　乃：革新ムの実施時点
　η：min［71，γ1］
　筑：max［71，7乙］
　∫F：聾において実施される革新
　ム：丑において実施される革新
　夕（∫）：時点’において生産される知識・情報量
　召の：ムの革新企画の研究開発に向けられるy（のの配分率
　蘇（つ：〃の革新企画の研究開発に向けられる知識・情報の増加量
　親α）：ムの革新企画の研究開発に向けられる知識・情報の増加量
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κ，（の：〃の革新企画に向けられる知識・情報の’までの蓄積量
κ乙（の：五の革新企画に向けられる知識・情報の’までの蓄積量
、4F：1Fの革新実施に必要な知識・情報の総量＝κF（聾）
ん：ムの革新実施に必要な知識・情報の総量＝κ五（筑）；革新企画間に
　　知識・情報の拡散があればん〈、4Fとなる
（．4L）τF：五に必要な知識・情報のπにおける蓄積量＝κL（聾）
．4：1つの革新のみが実施される場合，すなわち先行する革新実施の
　　ない場合に必要な知識・情報の総量；ここでは且＝、4Fが想定され
　　ている
飾齪：併行戦略の場合の研究開発支出の割引現在価値総額
仏εg：逐次戦略の場合の研究開発支出の割引現在価値総額
H：1つの革新のみが実施される場合の研究開発支出の割引現在価
　　値総額
α：革新に必要な知識・情報の生産夕に対する研究開発支出の弾力性
　　であり，その生産の収穫逓減のためα＞1である．
γ：害lj弓1率
θ（z）：2＞0であればθ＝1，g≦0であればθ＝0となることを示す
　　　インジケーター関数
　さて，問題の複数革新企業は，2つの革新実施時点πおよびηに至る
まで，それぞれの革新の遂行に必要な知識・情報を研究開発によって生
産・蓄積していくが，それらの研究開発支出の割引現在価値総額を最小
ならしめるように，併行戦略もしくは逐次戦略を採択するものとされる．
この決定のためには次の問題が解かれなければならないとされる．すな
わち，
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（1）
（2）
（3）
（4）
（5）
（6）
（7）
（8）
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呼p∫㌦　÷｛yω｝α礁
髭Fω＝｛1一／（つ｝yω
κF（0）＝0
κF（π）＝4F
親（’）＝／ωyω
κL＝（0）＝0
κム（n）＝、4ム
0≦／（’）≦1
において，（2）一（8）を条件として（1）をyと／について最小にせ
よ，という問題である．
　これより，2つのそれぞれの戦略が採られる場合の研究開発費の現在
価値総額と，最適戦略の決定条件とが得られることになる．それらは次
のようなものである．
（a）併行戦略の研究開発費
　　（9）　∫1》A尺（7三，乃∫∠4F，／1五）
　　　　　　　　　　　一・（男一：ハ）｛÷｛嵩1繊三智｝一1｝
　　　　　　　　　　　刊（z－7｝）｛÷｛（謝鶉；｝一1｝
（b）逐次戦略の研究開発費
　　（10）　仏E9（7｝，7⊇，．4F，・4L）
　　　　　　　　一生一z）｛。｛（　　．4Fα7α一1α一1）（〆17L1）｝…
　　　　　　　　＋。｛（。一1）略筆幽■
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醐一
Q｛　　　んβ7α一1（α一1）（ε指丁2－1）｝一1
?
α???
1一α
｝
頭脳?ハ舌
?Dα（｛α十
（c）併行戦略の採択条件
レ
?
勉
???（）（????Dq
（6活τL1）
＋鵡　η） i6ガτバーθ舌72）
一・肯・､
（〆・TL　1）
　これらの結果は最適制御理論（optimal　control　theory）を適用するこ
とによって得られるとされているが，詳細はVan　Cayseele（1985）に譲
って．ここでは，その概略だけを示しておこう（Van　Cayseele（1987），
“Proof”，　PP．279－280参照）．
　さて。（1）一（8）から，控0から五に至る最適経路を求める問題
は，（i）時点0から聾に至る最適経路と（ii）時点ηから五に至る最適
経路とを求める問題に分解される．この場合，最適解としての（i）の最
終状態（endpoint　conditlons）が（ii）の初期状態（initial　conditions）
となる，そしてまず，最適経路によって時点怨に到達したものと想定し
て，そこから五に至る最適経路を求める問題を解くことから始めるとさ
れる．こうして，革新ムの実施に必要な知識・情報の不足分，すなわち
必要な知識・情報の総量．4乙から野における最適総量（ん）πを差し引い
た不足分を，残された時間五一7ンに生産するための研究開発の費用関
数が得られる．
　つぎに．この段階の分析で得られた費用関数をサルベージ値（asal－
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vage　value）として含めて，時点0から聾までの最適解を考えるとされ
る．こうして，革新五のための企画の時点乃における状態変数（state
variable）の最適値が求められ，これを用いて，それぞれの戦略が採られ
る場合の研究開発費の最終結果と，最適戦略の決定条件とが得られるこ
とになるn．
　ここで導出された複数革新企業の研究開発の費用関数（9）および（10）
は一般的なものであり，それらの特殊な場合として単一研究開発の費用
関数も導出されることは，影響にみられるとおりである．
注
1）ここで考察しているモデル分析に先立つVan　Cayseele（1986）においては，
　1企業による2種の研究開発のための逐次戦略と併行戦略のいずれが有利であ
るかの問題だけが検討されている．これは本節での問題と同じであるが，そこ
では本節のものとやや異なる数式モデルが構成されている．そしてそこでは（本
節では解法の略述のみにとどめたが），解を得るまでの詳しい過程と，併行戦略
の方が有利（低費用）となることの証明が示されているので（pp．134－7），関心
があれば参照されたい．なお，サルベージ値については，Kamien＆Schwartz
　（1981），Part　I，Section　II　Salvage　Value，　pp．66－71参照．
IV　単一研究開発の費用関数
　ここでは，単一革新企業の研究開発費用関数が（9）および（10）から導
出される（Section　4の前半参照）．
　2つの革新企画の1つが着手されないということは，その研究開発期
間が無限であるというに等しい．したがって，実行される革新の実施時
点は有限のπとなるが，着手されない革新の実施時点は無限の五とな
るとされる．すると（11）の右辺はゼロとなって，不等式は成立しないか
ら，逐次戦略の（10）のみを考えればよいことになる．第1の可能性は，
Z＝7》，処＝○○となることであり，第2の可能性は，乃＝㍗，Z＝○0
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となることである．したがって，革新実施時点男もしくは％までに・必
要とされる知識・情報の蓄積量み（＝・4F）を生産するための研究開発費
は，それぞれ
　　（12）鵬，・・四一α｛（。一門今一1）｝・一1
　　　　　　　　　　　　　　　　　且召γ召一1　　（13）　〃（○○，7｝ノA）＝　　　　　　　　　　　　　召｛（α一1）（6涛TL　1）｝α一1
となる．
V　研究開発における知識・情報の拡散と範囲の経済性
　複数革新を企画する企業の研究開発における知識・情報の拡散と範囲
の経済性の問題を解明するために，まず研究開発における範囲の経済の
定義が与えられる（“Definition　1”，p．281）．
　　定義：研究開発における範囲の経済が存在するのは
　　　　　1ノ（7｝，7≧ド．4F，ん）〈1ノ（71，QO；月）十∬（○○，7｝；君）
　　　　　が成立する場合である．ここに
　　　　　H（71，7）瀕。，ん）＝min｛飾紐（71，7⊇；み，且∂，
　　　　　　　　　　　　　　　　　怯E9（7：い7＞；、4F，4∂｝
　　　　　である．
　これはBaumo1，　Pallzar　and　Willillg（1982）の定義（“Deflnition　4B1”，
pp．71－2）と同様のものであることが指摘されている．そこでの産出量＝
0に相当するものが．ここでの革新実施時点＝○○であるとされる．
　さて，ここでの問題は次の命題を証明することである．すなわち，
　　命題：研究開発における知識・情報の拡散は，範囲の経済が存在し
　　うるための必要ではあるが十分条件ではない．
　この証明は，それぞれの企業の研究開発企画の費用を比較することに
　16
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よってなされる（PP．281－282）．このモデルでは，多種革：新企業の研究開発
戦略として併行戦略と逐次戦略の2つが想定されているが，それらのい
ずれによっても，研究開発における知識・情報の拡散のために、4F＞んと
なり，範囲の経済が現れうる．
　まず，この企業は逐次戦略を採択して，革新ムを時点Zにおいて，革
新乃を乃（〉の）において実施するものとされる．％における1つの革
新乃の実施のみを企画している単一研究開発企業（必要な知識量は且）
に対して，この企業は生産すべき知識量上の利益（んく且）を有する（そ
してまた時点Zにおける知識の蓄積量（、42）ア，の点でも有利であろ
う）．しかし他方において，研究開発期間上の不利益（乃一71〈7乙）を受
ける．この不利益（研究開発期間の短縮による知識生産費逓増）は，知
識の生産量上の利益（研究開発における知識・情報の拡散の利益）を上
回ることになるかもしれない．
　では併行戦略が採択されたならば，どのような事態になるかが検討さ
れる．革新ろの完了時点以後の残余の期間（乃一7Dに，革新ムのため
に生産される知識量（と，したがってその生産費）は逐次戦略の場合よ
りも少なくなる．（有利な場合が想定されているが（p．282，par．1），本稿
のIIの注1で示したように，逆の不利な場合もありうる一しかしこの
ために以．．ドの結論が変わることはないであろう．）しかし時点τに至る
までの知識の生産は，双方の革新の併行戦略のために，より多くなる．
したがってこの場合にも知識生産費逓増の不利益が作用するとともに，
価値の時間割引要因も不利に作用するから，これらの不利益に知識・情
報の拡散の利益は及ばなくなるかもしれない，とされる．
　いずれにせよ，複数種革新企業は単一革新企業に対して，研究開発期
間と必要知識量とに関係する研究開発費上の不利益を受けることがあり
うるために，研究開発における知識・情報の拡散の利益は範囲の経済を
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もたらすには必要ではあるが，十分ではないと結論される．したがって
研究開発に範囲の経済が存在しうるためには，最初の革新〃実施後，次
の革新五の実施までの期間が短くなるほど，知識・情報の拡散は大きく
ならねばならないとされるのである．（知識・情報の拡散が大きいほど
（ん）πは増加し，んは減少して，残された期聞に蓄積すべき必要知識量
はそれだけ少なくなりうる．〉
VI研究開発における範囲の経済1
　　　モデル分析の検討と関連問題
　以．しのモデル分析によって，当面の問題に対する解答が得られた．複
数革新のための研究開発に知識・情報の拡散があっても，それだけでは
技術面の範囲の経済が実現されるとは限らない，とされた．しかしモデ
ルの基礎には明示されていないものも含めていくつかの仮定があり，特
に企業内の知識・情報の拡散は，早期実施計画の革新から後続の革新へ
の一方向のみであるとする仮定はきわめて限定的であり，双方向を含む
ように拡張されるべきであろう．この場合には，多種革新の研究開発に
おける知識の拡散の効果はより大となり，範囲の経済が存在しうる余地
はさらに拡大されうる（IIの注1参照）．とはいえ，数種の研究開発間に
知識・情報の拡散さえあれば範囲の経済が常に存在するというわけでは
ないし，また諸仮定のうち2，3，4は，現実に必ずしも満たされると
は限らず，そうであれば知識・情報の拡散の効果はそれだけ削減され，
範囲の経済の存在領域も縮小されることになる．
　これらのことに関連して生起しうる諸問題があるが，大別すれば，第
1は研究開発に範囲の経済が存在する場合の独占化に関する問題であり，
第2はそれが存在しない場合に起こりうる諸企業による研究開発競争に
関する問題である。つぎに，これちの問題についてのVan　Cayseeleの考
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えを順次考察し，検討することにしよう（前者についてはPP．275－276，後
者についてはpp．282－283参照）．
　まず研究開発に範囲の経済が存在する場合には，当然のことながら1
企業が問題の複数種生産物の生産を（というより当該研究開発のすべて
をというべきであろう）独占するから，通常議論されている独占の弊害
が現れうる，という点である．（ここで想起されるのは，それぞれの生産
物市場が独占されたとしてもコンテスタビリティの条件を満たしている
ならば，良好な結果に導かれうるとするコンテスタブル・マーケットの
理論である．しかしここで問題とされているのは生産物製造における範
囲の経済の問題ではなく，研究開発による知識生産におけるそれであ
る．）しかしここで想起すべきは，モデル構成の基礎にある，研究開発に
関する知識・情報の企業間の拡散の可能性を排除する3つの仮定（2
～4）である．それらの仮定のいずれか，あるいはすべてが満たされな
いならば，数種革新の研究開発における必要知識の生産・蓄積と研究開
発費に関する優位は消滅し，単一革新の研究開発のそれらと同水準のも
のになるであろう．あるいは，すでに考察したようにむしろ後者の方が
有利になりうるであろう．
　仮定3（元の4）に関連して，研究開発上の知識・情報の市場取引の
欠落が指摘されている．このような市場取引による知識・情報の伝達が
不可能なために，研究開発上の範囲の経済によって数種革新を1企業が
独占しうることになる，とされる．また仮定4（元の5）に関連して，
研究開発に従事する研究者や技術者の企業間移動の問題が考えられるが，
各企業の雇用政策上，ヘッド・ハンティングなどを除いて公には不可能
であるとされる．残る仮定2（元の3）については，ここで次のような
補足をしておこう．広く認められているように（Arrow（1962），
Bozeman，　et　al（1986），p．186参照），研究開発によって生産された知識・
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情報は公共財の性格を有しており・その企業がすべてを完全に確保して
おくことはできない．まず情報自体として外部に流出し・時を経て・革
新を実施するために設置される資本財や・生産され販売される新生産物
に体化された情報として外部に伝達される．こうして他の仮定はかりに
満たされているとしても，多種研究開発企業内の知識・情報の拡散の効
果はそれだけ削減され，範囲の経済の存在領域も縮小されることになり
うる．要するに，研究開発における範囲の経済が独占（研究開発上の）
に導くのは，これらの仮定によるところ大であるとされるのである．
　第2の問題として，しばしば指摘される点は，企業間の研究開発競争
による同種知識の重複生産という社会的浪費の問題である．さまざまな
産業分野で特許をねらう潜在的革新諸企業は，それぞれの当該分野で複
数企業が同種の知識の生産・蓄積をほぼ同時に開始する．そしてその分
野での必要な知識の蓄積を最初に成し遂げた企業のみに特許が与えられ
て，他の諸企業には与えられない．その革新から得られる社会的利益の
大きさは，この研究開発競争に参加した企業数（や投下された研究開発
費総額）には依存しないように思われる．しかし最初に成功して特許を
得ようとする平野業間の研究開発競争のために，そのような競争がなか
った場合よりも早く革新が社会に導入され，社会的利益（時間的な）は
それだけ大となりうるであろう．また，そのような企業間競争に敗れた
企業の研究開発努力もまったくの徒労に終わることなく，その企業内の
知識・情報の拡散によって，別の知識の研究開発を有利に展開するのに
役立ちうるかもしれない．
　他方，各分野でのそのような研究開発しの重複を回避するために，1
企業もしくは1機関が複数分野にわたって研究開発を統括し，集権化し
て複数種の研究開発を試みるとしても，研究開発費ヒの非効率を回避す
ることはできない．範囲の経済が存在しない場合には，社会は，研究部
　20
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発の諸企業への分権化と重複のトレード・オフ問題に直面する，とされ
るのである（p．282，par．3）．
　以上，主としてVan　Cayseele（1987）のモデル分析に依拠して問題を
考え，検討してきた．そこでの諸企業の目標は，当該革新の完了に至る
までに必要な研究開発支出の割引現在価値総額［（1）式］の条件付き極
小化であるとされ，もっぱら研究開発費用に基づいて研究開発における
知識・情報の拡散と範囲の経済の関連が分析された．しかし本稿の初め
に述べたように，革新企業は，一方においてそのような費用と，他方に
おいてその革新により将来にわたって得られると期待される収益（これ
はまた売上高，販売促進費および生産費に依存する）とを考慮しなけれ
ばならない．問題は，このような収益を考慮した場合に，これまでの帰
結が影響を受けるかどうかである．革新による期待収益は，その企業の
生産物に対する需要関数と諸費用関数に依存する．かりに需要関数が多
種革新企業あるいは単一革新企業のいずれの生産物についても同一であ
るとしても，生産物の製造に関する費用関数が異なれば，問題は研究開
発費用のみによっては解明されない．多種革新企業が単一．革新企業に比
して研究開発費上の不利益を受けるために，研究開発における範囲の経
済は存在しないとしても，多種革新企業の複数種生産物の生産に際して
は範囲の経済が存在し，この利益が研究開発費上の不利益を償って余り
あると期待されるならば，多種革新企業は複数の研究開発に着手するこ
とになるであろう．あるいはまた，多種革新企業の複数種生産物の販売
戦略（販売努力費や広告宣伝費など）に関する範囲の経済が存在し，そ
れらの各生産物の需要条件の方が各単一革新企業のそれよりも当該企業
にとって有利となると期待されるならば，複数の研究開発が実行される
かもしれない．
　このようなわけで，諸企業によってそれぞれ単一の革新のための研究
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開発が行われるのか，あるいは複数種の研究開発が行われるのかという
問題を考えるためには，研究開発から革新の実施を経て将来にわたる生
産物の販売計画までを含めた，企業の全体としての長期成長計画を総体
的に捉えて分析しなければならない．研究開発から革新の導入に至る過
程はすでに完了し，その間の費用の現在．価値総額は与えられたものとし
て，企業成長モデルを構成し，さまざまな企業目標（初期の売上高極大
化，成長率極大化など）に応じて政策諸変数がいかに決定されるかを明
らかにしょうとしたのが，拙稿（1974）である．そこでは単一生産物生
産が想定されていたが，多種生産物生産・多様化企業の場合に拡張して
一般化したものが，拙稿（1981）である．上記の問題を考えるためには，
これまで考察してきたVan　Cayseele（1987）のようなモデルを拙稿の多
種生産物企業成長モデルに接合して分析を進める必要があろう．
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